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外国人労働者

十勝医師会
士幌町国民健康保険病院

諌山　治彦

　外国人労働者を診察させていただいた経験から、

診療でみえる表在的な一面ではなく、彼らを取り巻

く社会的背景を多元的に捉えて理解します。私はこ

の数年間で数は多くはありませんが、約10名の外国

人労働者を診させていただきました。年齢は20歳後

半から30歳台で、その８割が男性です。彼らは技

能実習生１）であり、一次産業に従事していますが、

女性は男性よりも柔軟な作業に就いています。彼ら

の症状は個々で異なるも、日常生活・作業環境への

不十分な配慮が元となる訴えです。彼らの医療保険

は財政難に陥っている協会けんぽ２）なので、院内・

地域内で提供可能な医療・保健の介入にとどめてい

ます。丁寧に訴えを聴いて労使間の不信・不安を取

り除くことができれば表情も穏やかになります。こ

の技能実習生は制度上、仕事を変えることができな

いので、可能な限り職場の環境に寄り添うかたちで

介入します。一緒に来院する管理職員に通訳をお願

いすると同時に生活状況・作業環境を聴収して見直

し、改善策を提示して共有します。

　彼らは送り出し機関を通じて管理団体に入り、そ

こで受入企業との交渉が成立してはじめて日本に入

国します。技能実習生の入管は法務省の裁量に任さ

れています。滞在期間は入管法により定められてお

り、私が診る技能実習生は３年間です。士幌町の酪

農・畜産業は生産効率から大規模経営が多く、法人

化が進んでいるので技能実習生の受け入れは整備さ

れています。

　外国人労働者に関する課題は山積みです。技能実

習生に支払われる給与は、地域別最低賃金に張り付

けられています。所得税や住民税といった税金も例

外３）がありますが、日本人と同じく納めます。雇

う側としては年金も忘れてはいけません。二国間協

定が結ばれていないと、年金の二重払いの問題が派

生します。社会保障問題は二国間でも大きな障壁と

なります。中国とは2019年９月１日に日・中社会保

障協定が発効され、年金保険料の二重負担を防止す

ることが可能となり、交流の促進が期待できます。

2017年に「介護」にも技能実習の職種として認定さ

れ、2018年に送り出しも始まっています。看護師・

介護福祉士の受け入れは2008年から経済連携協定

（EPA）ですでに受け入れが始まっています。

　根深い問題が外国人労働者には潜んでいます。国

際貢献なのか、人手不足の解消なのか、技能の取得

のためなのか、単純労働なのか。それとも移民政策

なのか。失踪の問題も見逃すことができません。法

務省の統計（2019年３月）では直近１年間で5,218

名もの失踪者がでており、治安・安全保障が懸念さ

れます。ベトナムは労働力輸出計画を策定し、日本・

台湾に年間約30万人の労働者を送り出しています。

この数は難民とも関わりがあり、中国のそれを上回

ります。技能実習での在留期間は長くて５年ですが、

“特定技能４）”２号という枠組みで、日本での“定

住化”が可能となりました。外国人労働者の受け入

れ政策の結果として定住化問題が浮き彫りになるの

は2025年以降です４）。今後、定住する外国人労働者

が増えるのであれば、多文化共生政策として、外国

人労働者にも地域活動に参加することが求められる

でしょう。隠れた2025年問題とも言えます。

　“患者が生きた教科書である”という先人の教え

があります。表層にたまたま現れた体調不良の影に

潜むそのヒトの社会背景を理解することにより診療

に厚みがでます。これからも診療を通じて“メゾ５）”

の立場で、“ミクロ”の症状に隠れている背景を探り、

“マクロ”の病を診る目にこれからも磨きをかけて

いきます。

[注釈]

１）技能実習生制度は1993年に創設され、１年目は

技能習得のための第１号技能実習、２、３年目は技

能習熟のための第２号技能実習からなる。2017年11

月から第３号技能実習が運用され、３年間の技能実

習を終えた後、一定条件の下、同一職場で再び２年

間の実習ができ、合計５年間の滞在が可能となる。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

関連の建設分野における外国人労働者については診

療経験がないので本稿では省略。

２）北海道の協会けんぽは「努力不足」で保険料率

は高止まりをし、全都道府県の中で２番目に高い。

平成21年９月から激変緩和措置により低い保険料率

に抑えられていましたがこの措置が令和元年度で終

了する等の理由により、令和２年度北海道支部保険

料率は前年度より0.1％ポイント増の10.41％まで上

昇。

３）中国とは「日中租税条約」が締結。

４）“特定技能資格”の運用が2019年４月から開始。

外国人の“単純労働者”を受け入れない方針を堅持

していた雇用政策を大転換し、移民政策としての一

面を打ち出す。

５）“ミクロ”を個人や家族、“メゾ”を地域住民、

組織や団体、そして“マクロ”を地域社会、制度・

政策、社会意識や文化、と本稿では定義。


